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１. はじめに 

 河川堤防は、堤防の豪雨照査の結果、全国約 1 万 km 中の約 4 割弱

が基準の安全性を満たさないと言われている。その中でも、浸透破壊

の対策が必要な区間が多い。要対策区間をできるだけ早急に、しかも

安価に対策をする必要があり、新たな技術開発が期待されている。パ

イプドレーン工は、JR 東海道新幹線はじめ重要鉄道路線や、道路法面、

造成地の盛土法面等で数多く使われ、安定した効果が得られてきた実

績があり、本工法の河川堤防への適用を検討したものである。本報告

では、特にパイプ排水量と間隔について報告する。 
２. パイプドレーンの概要 

 パイプドレーン材は、φ60.5mm、t=2.3mm で、5mm×50mm のス

リット型ストレーナーが四方に開けられ、先端部は閉塞されている。

材質はSTK400で高耐食性メッキが施されており、メッキ寿命は約100
年である。施工時には、このパイプをブレーカー等の打撃で打ち込ん

でいく。鉄道や道路の盛土法面では、やや上向きに打設し重力排水と

するが、河川堤防の場合には高水時に浸潤線が裏法尻に近づいてくる

ときにのみ機能するように、若干下向きの打設とするところが従来の

施工法と異なる。 
３. 実験の概要 

3.1 第一次実験 

 第一次実験は、図 1 に示す幅 3ｍ×奥行き 3ｍ×高さ 1.5ｍの装置で

行った。実験の目的は、パイプドレーン工により浸潤線が低下するか

どうか、その低下量に相当する排水量がパイプ孔口から排出されてい

るかどうか、および実験を再現するための FEM 解析を行った。実験

に用いた堤体は川砂（礫混じり砂；S-G）、20％粒形径 D20=0.28mm、

単位体積重量γ=16kN/m3、透水係数 K=1.9×10-2cm/sec である。パイ

プドレーン工は法尻に 50cm 間隔で配置した。第一次実験で用いたパ

イプは、φ48.6mm、L=1150mm である。 
パイプドレーン工の有無によって、図 2 に示すような浸潤線の違い

があり、その浸潤線低下量に相当する地下水が排水されたことを確認

した。引き続きパイプドレーン工の間隔を 1.0ｍとした際には、浸潤線

低下量の変化は小さく、パイプドレーン工からの排水量がおよそ 2 倍

となった。この実験では、パイプドレーンの中に堤体土砂の砂の吸い出しは観察されなかった。一方、パイプドレ

ーン工を設置しない堤体では、浸透破壊が実際に発生・進行して破堤したが、パイプドレーン工を設置した堤体で

は浸透破壊や破堤は発生しなかった。 
 2 次元 FEM 解析により、パイプドレーン工を奥行き方向に連続したスリットと仮定した場合、K=1×100cm/sec
として設定することにより実験結果を再現することができた。 
3.2 第二次実験 

 第二次実験では、堤防材料の種別の違い（透水係数の違い）による浸潤線低下効果の確認を目的とした。堤体に

使用する土砂は、締固め度ごとに室内透水試験で透水係数をあらかじめ把握し、作成した堤体の現場密度結果と対

応させ実験時の透水係数を推定した。 
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図 1.第一次実験装置の形状 

図 2.パイプドレーン工による浸潤線低下

効果 
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 第二次実験装置は、幅 1.5ｍ×奥行き 4ｍ×高さ 1.5ｍとし、使用したパイプはφ60.5mm、L=2200mm を用いた。

堤体は、4 ケースを作成し、パイプドレーン工の間隔等を変更することにより延べ 8 ケースでの実験を行った。定

常状態となった時点で計測された浸潤線と堤体構造を図 3 に示す。 

いずれのケースでも、パイプドレーン工によって浸潤線が低下し、

裏法尻から遠ざかることが確認された。実験された土質条件（K=1
×10-2cm/sec 前後）の範囲内では、設置間隔 1.5ｍ（1 本設置）と

0.75ｍ（2 本設置）では浸潤線低下高に違いがあるが、0.75ｍと 0.5
ｍ（3 本設置）では大きな差が無いことが確認された。 
 パイプ内へ堤体土砂の吸い出し現象は、ケース３（緩詰めした川

砂、パイプ間隔 1.5ｍ）で確認された。パイプ内フィルターを設置

すると吸い出しは無くなり、浸潤線低下量が若干減少するが、大き

な違いは生じないことが確認された。 
４．パイプ排水量と設置間隔の検討  

パイプドレーン工は裏法尻の破壊（パイピング破壊とすべり破壊）

を防ぐ目的で、現在用いられているドレーン工と同様に、(1)法尻動

水勾配、(2)堤体のすべり安全率、により照査するのが適切である。 
パイプドレーン工に用いるパイプは、鉄道・道路・造成地等で多

くの実績があるストレーナー鋼管を用いた。パイプドレーン工の施

工時期は、高水位時には打込みによる液状化が懸念されるため出水

以前に行う。パイプ排水量とパイプ打設間隔は「地すべり防止」で

使用されている次式を採用して検討した。 

q ൌπkLs 2.30 ln ሼsinh ሺ
πR
2b

ሻ/sinh ሺ
πr
2b

ൗ ሻሽ      ሺ1ሻ 

  r＝ ଶୠ

π
sinhିଵሾexp ቄln ቀ݄݊݅ݏ

గబ
ଶ
ቁ 

గ


൫ݏ െ ݏ

2ൗ ൯ቅሿ  (2) 

    L:ｽﾄﾚｰﾅｰ有効区間長(m)、s0:平均的水圧低下高(m)、k:透水係数(m/s)、 

b:地下水帯厚(m)、r0:管半径(m)、R:影響圏(m)、r:打設間隔(m) 

排水量の計算値と観測値の対比は、図 4 に示す。計算値は使用土試料の室内透水試験値を利用したため、実験堤

防の透水係数と差が大きいためのバラツキが

あるが、上式の適合性は認められる。 
パイプドレーン工の設置間隔は、第一次実験

で 0.5ｍと 1.0ｍ間隔で浸潤線低下効果に大き

な違いはなく、第二次実験で 0.75ｍと 1.5ｍ間

隔で効果に差が生じたことから、1.0ｍ間隔程

度が適切な間隔と考えられる。図 5 に試算した

例からも間隔１ｍが標準的なものと理解され

る。 
５．おわりに 

ドレーン工設計マニュアルと同様にドレー

ン管先端部で高水位時の動水勾配を過大にな

らぬよう配慮すべき点も重要であるが、パイプ

排水能力と間隔に関して透水係数が 10-3 cm/s～10-1 cm/s の土質への適合性は十分認められた。堤体は非常に複雑

な土質構造をしていることが多いため、適用できる堤体・基礎条件の把握が不可欠で、特に適用を避けるべき「礫

質土砂の堤体」などが指摘される。  
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図 3.条件を変えた時の浸潤線低下実験 

   

図 4. パイプ排水量の妥当性   図 5. パイプ間隔の透水係数への依存性 
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